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はじめに

ラテンアメリカのー地域を構成するカリブ海地

域（注1)において1960年代以降独立国があいついで

誕生している。こうした一連の独立は， 19世紀初

めにおける他の多くのラテンアメリカ諸国の独立

から 1世紀半ほど遅れて到来し，また第2次世界

大戦後のアジア，アフリカ地域における民族解放

運動の高揚の最中で達成された独立にも若干の時

期的遅れを伴うものである。このようにカリブ海

地域における独立が，一部の国ぐにを除いて1960

年代以降に持ち越されることになったのは，政治，

経済，社会など広範囲に及ぶ諸要因の影響による

ものであった。

ところで， 1960年代以降のカリブ海地域におけ

る独立の多くはイギリス領カリブ海地域で達成さ

れてきた。すなわち1962年のジャマイカ， トリニ

ダッド・トバゴ， 66年のガイアナ，バルバドス，

73年のバハマ連邦， 74年のグレナダ， 75年のスリ

ナム， 78年のドミニカ連邦，79年のセントルシア，

セントヴィンセント・グレナディーン諸島， 81年

のベリーズ，アンティグア・バービューダ， 83年
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のセントクリストファー・ネイヴィスと続くカリ

ブ海地域の独立は，スリナムを除いてすべてイギ

リス領カリブ海地域において達成されている。そ

してその結果カリブ海地城におけるイギリス領の

非独立地域は，ヴァージン諸島，ケイマン諸島，

タークス・カイコス諸島，バーミューダ諸島，モ

ントセラト島，アンギラ島を残すだけとなった。

これら旧イギリス領カリブ海諸国は， 4世紀余

に及ぶ長い植民地期を経ても現在なおその経済構

造はきわめて対外依存度が高く，それは投資，貿

易，技術，人的資源，消費形態など広範囲に及ん

でいる。本稿ではカリブ海地域のなかでも旧イギ

1)ス領カリブ海地域に研究対象を限定し，その対

外経済関係について考察していくことにしたい。

本稿の構成について述べる前に，対象地域を限定

する理由について少し説明しておきたい。という

のはこのことがカリブ海地域における経済的低開

発性をどのように把えるかという問題に深く関わ

ってくるからである。

カリプ海地域はヨーロッパと新大陸を結ぶ要石

として15世紀末以降スペイン，イギリス，フラン

ス，オランダの剪力抗争の渦中におかれ，また19

世紀後半以降においては米西戦争を転機としてア

メリカの政治・経済力の急速な拡大をみた。その

間カリブ海に浮かぶ島々は欧米列強諸国の植民地

支配下におかれ，その経済は植民地本国との垂直

的分業関係のなかに組み込まれていった。その過

程でこの地域における在来の自給自足的経済構造
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Ⅰ　経済的低開発性のとらえ方
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は破壊され，新たに熱帯デランテーションに立脚

した経済構造が移植されるところとなったのであ

る＇，その間カリプの島々は相互間の経済補完関係

を育成するのではなく，もっぱら植民地本国との

経済的結ぴつきを強める道を歩むことになった、

ごうした現状を鑑みるとぎカリブ海地域の経済

問題を研究するに際し＼—， 1H植民J也本いを同じく

する地域を同一のゲルー7゜にまとめて考察の対象

とすることが，一つの研究視角として重要になっ

てくると息われる．、

このような視点にもとづき，本稿では1日イギリ

ス領カリブ海諸l@における経済構造の特質を，対

外的側面から明らかにすることを課題とし，次の

.tうな構成で論述していく。まず第I節ではlHィ

ギリス領カリブ海地域における経済的低開発性を

とらえる視点に）いて検討したうえで，第II節に

おいて旧イギリス領カリプ海地域が独立に至る過

lじを経済的側面から概観する。 そして第m節で

は，独立後の経済建設過程においCそい乎JJI1とし

て重要な意味を持つ各国の経済規模について，旧

ィVリス領カリフ｀誨諸国り）基本的経済指標を踏ま

えて考察し，第1V節では同諸国の対外経済関係の

特腐を，各国の国際収支構造の分析をとおしてIIJ]

らかにしていく。

（注 1) 本稿ではカリフ．aは地域ばカリプ曲に浮か今・
晶々に加えて，中米，南米大陸に位僅する一部の国ぐに

わtび植民地をも貪んでいる。それは地域Iく分の某釈

として，地理上の位置関係に加えて，人種溝成，歴史，

政治，経済社令，文化，（旧）植民地統治国との関係

など広範間に及ぶ，品要因を考慮に入れた結東であるっ

I 経済的低開発性のとらえカ

カリプ廂地域における経済的低間発性について

衿察する場合，従来から次のよちた二つの視角か

旧イギリス領カリプ海諸国の対外経済関係

らの分折怪試みられてきた。その一つは「経済従

属論」とでも呼ばれるべきもので，植民地時代に

在来の経済構遮がその根底から崩され，植民地宗

主国を中心とする先進工業諸国との垂直的経済分

業関係が汀紐成，深化させられてきた過程を重視す

る研究視角である。同説においては，カリブ海地域

の従属的経済構造の形成を麿史的過程を踏まえて

把握し、独立以降においても広範囲に継承される

ことになったそうした基本的な経済溝造の実態を

分析するごとが研究課題の主軸に据えられ，さら

に経済開発の方向はまず何よりもこのような従属

的経済構造の克服に求められていくことになる。

こうした視角からの代表的な研究書の一つとして

G・L・ベックウォード編『カリプ経済：従属と

後進性』を挙げることができよう（注1)。同書の中

心的課題は，「カリプ地域の低開発性はその従屈性

に起因するものである」（注 2)との視点に立脚して，

同地域における経済的従属性の分析に求められて

いる。

もう一つの祝角からの研究は「経済規模論」と

でも呼ばれるぺきものである。すなわちカリプ海

地域は人口規模，国士面積などの指標からみても

趙ミニ諸島・国家の集主りであり，その経済問題

を考察するに際して経済規模と経済開発の関係を

主軸に据えて議論を展開していく方法である。こ

うした研究方法に立脚してカリブ海地域の経済問

題を体系的に論じた研究書はいまだ数少なく｀そ

のなかで代表的著作を挙げるとすれば， W•G•

デマス著『力 l)プ地域を対象とした小国家におけ

る発展の経済学』（注3)となろう。同書における研

究課題の設定について著者は次のように述べてい

る。 「これまでになされた経済発展の問題に関す

る研究の大半は国の規模に関して十分な考慮を払

わないできた。私はトリニダッドにおける経済計
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両に関係する仕事をとおして，これまでに受け入

れられてきた経済発展に関する理論の多くについ

て，それらがはたして経済規模の小さい国ぐにに

適用可能であろうかとし‘'った疑間を抱くようにな

った。そして hl)ブ海地域におけるような小国家

については、何らかの異なと，たアブ゜ローチが必要

であるという結論に達した」げt4)。こうした問題

意識にもとづき，同甚の研究課題は「カリブ海地

域を中心とした小国における経済発展論の模索」

（注 5)に求められている。

前述したように， 「経済規模論」の視点から(!)

カリブ海地域研究はいまだ体系的なものが少ない

ので，ここで同書の構成を要約しておこう。まず

第 1部では理論的枠組の構策がめざされ，第 1空

「低開発と自立的成長の基準Jにおいては一国の

経済規模を考慮に入れた経済開発の理論化が試み

られ，第2章「小国における低開発と自立的成長」

では，とくに小国に限定してその低間発性，自立

的成長に伴う諸問題，経済間発戦略にご） Iいて考察

される。第2部では，第1部で考察された理論的

枠糾に関して， 1Hイギリス領・イギ l)ス領カリブ

海地域を中心としたカリブ海地域への適用か試み

られる。まず第3章「カリブ海地域経済の特質J

においては小国経済の特徴づけ，タイデ分けを踏

まえてカリプ海地域経済の特質について考察され

る。その主要なものとして， 7゚ ランデーション経

済と小典経済の二軍構造，イギリスおよびカナタや

市場における特恵優遇措置に守られたコスト高輸

出向此業の実態，民主政治・自由な労働運動へ大

きく傾斜した政治指淳者層の理念，賃金水準にお

ける近代的セクターと非近代的セクタ、ー間の大き

な格差，長期間に及ぶ西欧世界との接触をとおし

て移柏されていった西欧型生活皆慣とそれにもと

づく旺盛な生活水準向上意欲，鉱業，製造業，砂糖

産業などにおける強い外資依存度，そして小国特

有の財政問題などがとりあげられている（注 6)。さ

らに第4章「カリプ海地域の経済計画をめぐる諸

問題」においては．第3章で若察された経済的諸

問題を克服すべき経済政策・経済計画に対する間

題点の指摘と経済開発政策への提言が盛り込まれ

ている。

以上簡単ではあるが，力 l)テ海地域経済に関す

るニグ）の研究視角について紹介した。ところでこ

こにとりあげた 2冊の著作にも見受けられるよう

にこシぅり）視角からの研究は相互に統合，体系化さ

れる主でには至ってし、ない。そして一方で，「経済

規模論」の視角からのカリブ海地域経済研究におい

てはまたその研究業積が数少なし、 'T)に対して，他

け「経済従屈論」的なアプローチに立脚した研究

が盛んにな＇，てきている。ところで筆者には現在

り）ところ，前掲ご芯に対して力 1）テ悔地域経済の

実情に即した本格的な批評を試みるだけの準備が

なく、この，点につし、ては稿を改めることとし，こ

こでは両胄において提示された間題意識，研究視

角がいー「れもカリブ海地域経済0)研究におし、て十

分若慮検討されなければならなし、ことを明記し

ておきたい。そして今後の研究におし、ては，超歴

史的な視点である経済規模論を、歴史的疫容過程

の経済構造分析を璽視する「経済従屎論」のなか

に取り込んでいく方向がめざされるべきであると

いうのが筆者の見解である。そうした研究の一環

として次節以下では旧イギ l)ス領カリブ海諸国の

対外経済関係の実態を，各国の経済規模の間題に

留意しながらみていくことにする。

（注 1) Beckford, George L., Caribbean E⑩ 

nomy: Dependence and Backwardness, キン、．，＇ス

トン（ジャマイカ）， Instituteof Social and Eco-

nornic Research, University of the West Indies, 

1975年。
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Ⅱ　独立に至る過程
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（注 2) iii]上書 vページ。なおl4書の溝 I皮：：以下

（］）とおり。庁における課題設定に統ぎ，第 1臼 西イ

ンドの人びと (JackHarewood)，第2章カリプ地域

経済の特質 (KariLevitt: Lloyd Bか t)，第：；守現状

と変容 (WilliamG. Demas)，第 4かカリノ地域の農

業経済 (GeorgeL. Beckford)，第 5¥カリプ地域の

鉱業経済(NormanGirvan)，第6章公共政策(Maurice

A.Odle)，第 7章労働に関する文献解題(LloydBest), 

第8章カリプ経済問題に関する主要文献リスト，エピ

ローグ。

（注 3) Demas, ¥Villiam G., The Economics of 

Development in Small Countries with Special 

Reference to the Caribbean, モントリオーー）レ，

McGill University Press, 1965伯

（注 4) 同J::書 ixページ。

（注5) 同上苫 3ページ。

（注6) I，-＇］ヒ鵞 117ミージ。

II 独立に至る過程

旧イギリス領カリブ海諸国の独立後における対

外経済関係について若察する前に｀まず独立に至

る過程を経済的側面から概観しておこう。

現在のlHイギリス領カリプ海地域におけるイギ

リスの植民地支配開始時期についてはいくつかの

説が存在している。 15世紀末のコロンブスによる

探険以来，カリブ海地域一帯にスペイン、ボルト

ガル，イギリス，フランス，オランダ，さらには

アメリカなど諸列弥の政治・経済的影響か強まり，

これらの国ぐに相互間に勢力の確執がくり広げら

れていったわけである。こうした状況の下でイギ

リスがカリブ海地域において植民地統治を定着

させていったのは，通説的には17世紀以降と考え

られている（注1)。そしてこうした植民地化の過程

で，この地域においては在来の自給自足的な経済

構浩が広範囲にわたって破壊され．それにかわっ

て欧米諸国から投Fされた資本，アフリカ，アジ

旧イギリス領カリプ海諸国の対外経済関係

ア諸地城がら導入された労働力に立脚した砂糖プ

ランテーンョンを主軸とするモノカルチャー経済

が形成されていったのである（注2)。

ところで熱帯デランテーション経営において必

要とされる大量の労働力の確保は，原住民労働力

に加えてそれを補強する形で輸入されたアフリカ

からの黒人奴隷に求められていった。さらにまた

1830年代においてイギリス・フランス領カリプ海

地域で奴隷制が廃止された後［ま，アジアを中心と

する諸地域から，多くの場合年季奉行人制度に依

拠して労働力の補充がなされた。こうした域外か

らの労働力の調達はフ゜ランテーション経済のブー

ムを背最として展開されたものであったが， 19世

紀に入り，奴隷制廃止により奴隷労働力の調逹が

困難になったこともあって，砂糖生産の中心はイ

ギリス煩カリプ海地域からキューバをはじめとす

るスペイン領カリブ海地域へと移行していった。

その結果イギリス領カリブ海地域においては．

砂糖フeランテーション経済の伸び悩みを補強する

新たな産業分野を見い出した一部の国ぐにを除い

て，停滞的な経済憐造が過剰人口を抱え込むとい

う窮状に追い込まれるところとなり，経済，社会

問題が深刻化していったのである。

こうした問題の実態は， 1938年10月から39年4

月にかけて，西インド地域の実情把握のためイギ

リス本国がら脈遣された王室西インド調査団の報

告書に詳述されている。同報告書は1940年2月に

その一部岱発表された後、数年を経た45年6月に

その全容岱公表されている。それにはイギリス領

カリプ海地城における政治・経済・社会構造の実

態調査の結果に加えて，同地域に対するイギ l]ス

本国の統治政策への提言が収録されている。その

骨子は次のように要約される（注3)。まず最初にイ

ギリス領カリブ海地域が抱える経済間題はきわめ

， 
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て深刻で，その抜本的な改善には長い歳月が必要

とされることを明記してし、る。そしごその対策と

して，一方で具体的な経済間発政策ヵ；提起され，

砂糖産業に対する生産計画と価格政策の整備，農

作物栽培の多様化，農地の開発促進，小農生産の

奨励，海上および航空輸送網の整備などが電点項

目として盛り込まれているしかしながら他方で

ば，同池域における社会lill祖は、こうした経済開発

政策 (7直）実施によってもたらされるであろう成果を

tべ社会福祉政策に芥F十る］C¥ま，時宜を逸

してしまうほど状況は切迫しているとして，この

問題をきわめて重視している。そしてイギリス本

国は同地域に対する援助政策として，経済開発に

加えて社会福祉，医療，衛生，教育などの諸問題

に対する対策を早急に実施しなけれぼならないこ

とを強調している（注4八

この報告書の基本線からも察知でぎるように，

193(）年代末のイギリス領力 I)フ`i証地域において

は，在来の自給自足的な経済構造を破壊する形で

導入された砂糖フ゜ランテーション経済がその最盛

期を終え， しかもフ゜ランテーション経済のブーム

期に導入された労働人「1とその後])高率な人口増

加り下で過剰人口問題が深刻化し、央業者層が急

速に増大，累積していピのである。

こうした状況の下で、 イv1.）ス領カリブ海地域
は第2次世界大戦を契機として，イギリス本国と

の経済関係において大きな変化をみることになっ

た。というのは，一方で従来のイギリス本国との

経済的結びつきが弱まっていくのに対応して，他

)jでアメリカとの関係が強まー，て＼ヽr'たからであ

る。このことを貿易関係にイういて五てみよう。第

1表は旧イギリス領カリブ海諸国およびイギリス

領カリブ海地域の主要な貿易相手国の推移を示し

ている。同表から察知できるように，一部の例外

IO 

を除き、 1950年代を境として主要な貿易相手国が

ィャ` I)スからアメリカヘと移行してぎて＼‘る。こ

れは1929年恐慌を契機として形成されていった大

英帝国経済圏とスターリング・プロックの第2次

世界大戦後における崩壊，とくに封鎖ボンド問題

の処理に至る過程を反映している。この過程で注

目しなければならないのは，大英帝国経済圏に属

し入ヵ‘::ヽ）ド Iレ・ブロックのメン，：―てあ 9)たカナ

ダい役刈である。同国は， イ＼ー I) ス頑IJリブ海地

域り屯疫な貿易相手国がイギ Ilスか「）アメリカへ

と移行する過程において，いわばその橋渡し的役

割を演ずる結果となり，ポンドが他通貨との交換

性を回復するまでの時期においてはとくにそうし

た傾向が強かった。

・般的すう勢として，第凶次柑界大戦後とくに

1%(）年代以降において，イギリス隕カリ—f海地城

と(¥'I！スとの貿易関係が9月主りアメ I)力とのそ

れか強主）てきていることは前述のとおりである

が，より立ち入ってみると，独立期が遅れた超ミ

ニステート，とくにドミニカ連邦，セントルシア，

セントヴィンセント・グレナディーン諸島のよう

こそげ）輪1廿市場を依然としてイ辛 l)スこ大きく依

仔しでし、る日ぐにもみうけられる。ここでこうし

たイギ‘1)スヘの依存傾向がこれら超ミニステート

の独立を遅延させる一つの重要な要因として作用

してきた点に留意したい。

このようなイギリス領カリプ海地域とイギリス

本国との間の経済的結びつきにおける相対的後退

は，前者の独立を促す主要因の一つとして作用し

てぎたわけであるが，他方独立にがる前段階とし

てこの地域において連合組織形成の飢ぎがみられ

た。次にこの点についてみておくことにしよう。

ところでミニステートの術り鉗tりであるカリ

ブ海地域においては，すでに17世紀ごろから西イ
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illイヤ l) ス頒カリフ'i毎語［叫',I対外経済閃杯、
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（出所） Colonial Office, British l)cpendencies in the Cari/,加 llland North At/anti(、1939-1952,ロンドン、

Her Majesty's Stationery Office, 1952年， 84~97ペーン； United Nations, Yearbook nf International 

Trade Statistics, ::::.ューヨーク，各年版。

（注） 数値は各国とも上，中，下段の順に各イギリス， カナダぐ，アメリカ向けンエアを示十m

1) 1968年。 2)1975年。

ンド諸島連合結成の動ぎがみられ、 18, 19枇紀に

はイギリス本国側から植民地統治の効率化をめざ

す主張に主尊されたイギリス領ガリプ、い連合結成

試案が提示されたこともあった C イギリス側のこ

うした動きは1929年恐慌の影翌を経てさらに強主

り，第2次世界大戦後の58年にはイヤ‘1,1ス領JJll 

ブ悔地域において西インド連邦が結成される運び

となった。イギリス本国側は（やリス領カリプ海

地域における植民地統治の一本化と，それにもと

べく植民地関係費の節約を音図していた。他方西

インド連邦を構成するメンバー側り諸事情は複

雑．多様であり， とくにメンバー諸国間の政治．

抒済状況の相違が西インド連邦結成過程において

大ぎな障害として作用した。そうして同連邦はぞ

(T)和合成4年後に．早くもその有カメンバーであっ

たジャマイカと卜 l)ニダ J ド・トバゴの脱退に直

面し，そのことが組織の解体を促すことにな，ー、た

0)である。

I I 
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しかし西インド連邦解体の根本的な原因は多岐

に及んでいる。なかでも直接的な要因として作用

したのは，第 1に連邦組織の目的，第 2に財源問

題，そして第 3に連邦政府を主導する指導者の資

質をめぐる諾問題であった。

第 1，点は西インド連邦を政治的かグ）経済的統合

体とするか，あるいは経済的統合体にのみ限定す

るかをめぐる問題で，この点についてメンバー諸

地域間の意：見統一が難航した。経済規模＊経済力

を異にする島々の寄り隼主りである西インド連邦

において，ジャマイカのような域内先進地域は，

一方で連邦結成による経済的統合体から得られる

経済的利益に多くを期待しながら，他方では弱小

メンバーとの連合による政治経済的損失と最小限

にくい止めたいとの意向を強く持っていた。

また第2点についてぱ財源確保の手段が不明

確であり，連邦政府の財政仙盤は弱休な主刀残さ

れてしまっていたのである。

さらに第3点についてであるが，トリニダッド・

. ---

トバゴのE• ウィリアムズ (Eric Williams)に代表

されるようなイギ l)ス領カリブ海地域における強

力な政治的桁苔者たちが，連邦よりも自国内に政

治的活動の場を求め，その結果として西インド連

邦そのものは強力な政治家の指導力に恵まれず．

それが連邦組織の弱体化を招く主因の一つとな、 9

たのである。

以上直接的原因について述べたが，西インド連

邦解体の根本的な原因は，やはりなんとい 9)ても

4 1il紀近くに及ぶ植民地支配下でし1)経済構造の受

容に求められる。すなわち，カリブ海地域の在来の

経済構造はモノカルチャー経済の導入によりその

根底から崩これ｀植民地本国との垂直的経済関係

い強められていく過程で，カリブ海地城内相l［間

の経済的結びつきはきわめて稀薄になっていった

のである。そのため，こうした状況の下で組織さ

れることにた・）た西インド連邦0){'f立基盤は当初

からきわめて脆弱であり，その結果イギリス領カ

リブ海地域は西インド連邦という統合体としてで

第2表 旧イギリス領カリテ
... 

国 名
＇国土面積

人口（万人） 1

独立年月 H
人口密度

1人当り可耕
(1982年） 可耕地面積 地面積

ジャマイカ
トリニゲッド・トバゴ
ガイアナ
バルバドス
バハマ連邦

グレナダ
ドミニカ連邦
セントルシア

I セントヴィンセント
ベリーズ
アンティグア・バービ！
ューダ
セントクリストファー
・ネイウ（ス・アン
ギラ
--- ---

1982央- （国連仇札ー (kmり

1962. 8. 6 
1962.8.31 
1966.5.26 
1966.11.30 
1973. 7.10 

1974. 2. 7 
1978.11. 3 
1979. 2.22 
1979.10.Zl 
1981. 9. 21 

1981.11. 1 

198'.l. 9.192) 

225 I 11,424 
］公o I 5,128 
92.5 I 214,969 
勿．5 I 431 
22.5 I 11,406 

11 I'.144 
8.5 I 777 
12.5 I 616 
15 I 389 
17.5 I 22,965 

8 442 

7 I 397 

(1982年）
（人／kmり (kmり (ho) 

:；i[ 3這□[
319.8 I 240.2 I 0.22 
109. 4 I 219. 5 I O. 26 
202.9 I 480. 9 I 0.:38 
385.6 I 158.4 I 0.11 
7.6 I 8,740.0 I 4.99 

181.0 I 267.9 I 0.33 

176.3 I 217.98) I o.543' 

（出所） Chernick, Sidney E., The Commonwealth Caribbean,ボルチモア， JohnsHopkins University Press, 

年； IMF,Balance of Payments Statistics, 第34巻第 1部，ワシントンD.C., 1983年； CEPAL〔国連ラテ

（注） 1) 1972年の数値。 2)セントクリストファー・ネイヴィスのみ独立。 3)セントクリストファーのみの数
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はなく，単独叫甘家として独立する道を選択する

ことになったのである。そうして同地域において

は， 1962年のジャマイカとトリニダ・／ト・トバゴ

に続いて，現在に至るまでつぎつぎと独立囚が誕

生しているいである。

(／i_ 1) h りブ海地域にわける f¥ /’、-1, hII民地統

沿J)|）月始時期に1ilする訊，：い）うち， ここ-:i i』況的見

鮒｝，一^ どるバゾク人 1ヽ，，｝ごれ；9, ＜ ｛，＾次を 4 、 1- ―し＿J, こ、'.• 0 

アンティグア(166:{り），ノ： ；、マ(1783り）， ＇ 、Iヌ、

(1662年）， ノ‘ーーミ」ータ(168-1年）， 1'＿t,)スiil―『アト

(1814{,[）, f ＼二＇）ス fil4て／／ノーェラ人 (l638年に最初

］）人h(1, ／‘-＼・マイカ VI`） 一部［してhhJ〈地統叩 Iヽ：こ j：カ・

れてしヽ たか， 1884:I / ¥’9イカから分離．｛，．ナり(ll［地と

なる），ケイマン t；上（｝、クークス・カイ 1 ス品島（各'1.:，

1670, 1848年↓ャーーンャマイカし')屈領と f、ら）， 、一‘i]

(1761年），グレ J-ダ(1763年）9/’＇， -r f h (1670 1)， 

モン~トセラト (1642り入 セン 1`ーヒソ）・ィイ，ノ 17、

(1625年ー）， セン 1̀，9レノ＇ア (1814年）， 七ノトウィ，＇~ート、9

ト (176:l年）， l、リータ~；ト・：、ノ、コ（各島 l8og, 1814 

年に柏民地化， 1899fl に 1胡品合 it~) ， 'J.’ ーノン占1.!,

(1666年）， ウィ ‘9／卜＇ノ，―-卜，；名島 (176:l, 181,1 年~しし― II({l心

地化， 1885りに辻合）゜ (_:ook,Chris; John Paxton, 
、書●
(omJJl09l訊’ea!th l'o! itical F山 ts,,コ ・` 9 ，Mac-

測諸国の経済指椋

111 1 -ヤ）人 i}且力）フ曲晶iKI, ＼文、］外狂i)fl}j i,1ヽ

nullan !'resヽ， 1979年， 2~4ヘー 9'o

(it2) Illイキリス似力、） ／oo，消国 ')li/J民地l！りか）
独立に子る経済的庁姐｝こ’.)し、、＇， より詳しく I~ J贔脳

「Ill及釦 I;''プ諮ir図，~）経済 l‘J ］へ＇］式ふ」(『 r，ア詳

済』叩：叫第 7号 1982年7月り）を参町］）こと。

(;]. 3) Colonial O!licc, British lJej>endenci心 in

tlu: （̀(Iri/）[9('（Ul aml〉VorthAtlanti(、19:J!J-]!!52, ロ

> I、 ,',ller.¥1ajesty'sStationery Of1ice, 1952;1 :こ

上る。

<,[ 4) |nj恨告： E—.j ; i,r,： 9）こ，•, 1.だ政沿虻， 9L, --;） ・, 9、!

IIl'及・;J;!l災と+よ>C, 1940年ィキリス本国：こJ；し、こ柏

民地1)廿発侶引』、 (ColonialDevelopment and ¥Vclfare 

Act）ガ，；1JIli ー、 1Lだ。 Inj仏；よそ豆）｛安，） f i リスツ＇）対 h，し氏

地長助政屯］）』し本粽を j¥iVii j 心もし）ど t;.>た。

m 経済規模に関する苔察

旧イ＼ l) ス隕カリプ海地域はミニステート (T)寄

り集まりであり，その経済分析においては第 I節

で検討したよ-)に，経済規模に関する者察が不可

欠とならしたが，J てまず本節では屈本的経済指

椋にもと 9)き各1j_」経済 lり規模と特質をおさえてお

失 業 寸心9、 I i I GDP 1人‘'i1) Gl)P1 商品翰出額 ！ 商品翰入額 農業]充額 1 1実G質D成P年長平令均
（低USドル） （US  I、ル） GDP GDP GDP (1970~79年‘}

i (1980年） （1980年） （1980年）(%)i (1980年） （％） I (1974年） （％） i (%) (%) 

11 Sl 23 1,(1:¥() '.l2.2 :l4.7 7.8 ．^ L.), ．r I 

2122..0 8 (1971年）
51 4,37(） 38. 9 26.3 4.71' 4.5 
5.5 l、690, 54, 3 54.0 :,0.5 0,() 

7.7 7.6 ふ()4(） 1 18.~ 48.4 12.411 '.-'.] 
8.0 包，9300 1 9. 3 76.9 -4.7 

]5.0~2(）．（） （）．8 ii(）i) 16 7 50.] 24. 9 -l. ：｝ 
23. （） 0.5 6□(） 14 9 74.:, 37.8 -3 2 
18.0 1.1 85(） :,:>.1 78.6 2(）．6 2 8 
18.0 ()．6 52(｝ :!5.5 66.6 21. 4 -1. 7 
4.7 (1974年） 1.6 l,(）8(） 68.7 91.:¥ ] 5. 3 2. l 

20.0 1. (） 1,270 21. :3 78.9 6.9 -2.6 

] 3. 53) 0.3 58(） 3(）．43) 

1978年； Johnson,Otto T.編， Alm,u1<1c,Atlas & }'carbno!, 1983,ニューヨーク， A & W Publishers, 1982 

ンアメリカ経済委員会］， Estmli(JCII}）l(imii(J d(＇llIIlcri(ll fatill(l l98l，サンチャゴ， 198:3年より作成。

伯。
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くことにしよう。

第2表には旧イギリス領カリブ悔12カ国を独立

年次順に配列し，各国の経済指椋を掲げておいた。

同表からわかるように，旧イギリス領カリブ海諸

国の人口規模はきわめて小さく，最も大きいジャ

マイカでさえ225万人，ついでトリニダッド・トバ

ごfが120万人，残りの1(）り国はい子れも100万人未

満で， 12カ国の人口を合い1してもー）テンアメリカ

総人口の2客にも満たない 560万人余である。ま

た国土面積でみると， りイア十が21万4969平方姑

と突出して大きく，それに続くベリーズ，ジャマ

イカ，バハマ連邦が各2万2966平方梵， 1万1424

平方姐， 1万1406平方比，そしてトリニグッド・

トバゴが5128平方t]を有しているが，残りの 7カ

11、」はいずれも 800平方兄にも満になし、超ミニステ

ートである。そのため人口密度はり 1'アナ，ベリ

ーズ，バハマ連邦におし、て 1平JJいにつき各4.3

人， 7，6人， 19.7人という低水屯に留まっている

のを除いて，他の 9カ国はいずれも 3桁台に及ぶ

高密度で，宵しい人口庄力を抱え込んでいる。

次に可耕地面積についてみると，ガイアナの 3

)i1500平方猛に次いでヘリーズ874(）平方拉，ジャ

マイカ4880平方耕， トリニダット・トバゴ1689平

)j)はで，残りの国ぐには 5(）（）平力閏未満ときわめ

て狭小である。その結斗［どして 1人当り可耕地面

積はベリーズの4.99芦，ガイアナの3.41;;-.{を除き

いずれの国ぐにも 0.5芦以下の零細さとなってし

まっている。このような地理的条件は盟業生産に

対する厳しい制約要因として作用しており，各国

は従来からの農業生産を］軸としたモノカルチャ

一舒済からの脱却をはかるた喜鉱物資源の開

発，工業化，さらには第 3次廂菜い育成・強化を

めざしてきた。農業生産の国内総生産に占めるシ

ェアをみてみると， 1974年において一方でガイア

14 

ナ、 ドミニカ連邦，セントクリストファーで30~ぢ

台と贔く，他方ジャマイカ， トリニダ、J ド・トバ

コ r ／ティグア・パービューダで10t‘工〗未満と低

く，残りの国ぐには10~20応；台となっている。

さらに国内総生産についてみていこう。 1980年

時点でトリニダッド・トバゴは51億US恥，次い

でジャマイカが23億USは，ベハマ連邦，バルバ

］・プヽ， ザイアナは各8億US¥,, 7.fi岱usりレ，
5.5（応じ s1-,,と，国内総生府（り規模か縮小してい

る。以上の旧イギリス領カリプ海地域における域

内先進諸国とされるこれら 5カ国のそれと比較し

て，残りの域内低開発諸国の場合は 1億US髯台

以下ときわめて小規模である。 1980年の 1人当り

国内総生産をみると，一方でトリニダッド・トバ

コ， ハ，、、マ連邦，バルバドズ(1)30(）0lls I 91台から

4U()（）［T S'台と高くなってしる l'）に対しこ，他方

で七シ i、ヴィンセント，セントクリストファー・

ネイヴィス・アンギラ， ドミ..=.カ連邦， ゲレナダ

は500US且台から600USドル台と低水準である。

旧イギリス領カリブ海諸国はドル換算された 1人

当り国内総生産水準において，いずれも発展途上

|l-|l'）なかで：ま，中所得国クヤJレープ゜に成するが，各

国間格差は大きく，前述した3000l「Sしし以上の水

渭にある 3カ国が発展途上国のうちで日立中所得

1月に入り，＇この他の国ぐには下位中所得囚グルー

7 に゚含まれる（注l)。1970年代の経済動向を70年か

ら79年にかけての国内総生産の年平均実質成長率

でみると， 産油国のトリニダッド・トバゴが 4.5

｛にセントルシア，バルバドス、ベリーズが各 2

l＇合を名札特しているがその他ヽ )|ilくこ1よ-Ji"成長

な‘,-、しはでイナス成長を記録してし、る。 イギリス

領り＇！ブ海池城においては 1970年代未主〔ーに 9カ

国か独立し， 80年代に入ってもさらに独立国の誕

生が続いているが，独立後の経済動向は決して楽



Ⅳ　国際収支構造における３類型
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観視できる状況にはなし、0

そしてl[7イギリス領カリプi栂諸［叩）貿易依―存度

を1II内総生所：と商品翰出入総額とい比率でみる

，
 

レJ 一部の例外を除き，

比半か培しく，＇， 9:Jし、。とくに輸入lt「口｝」ii,'、Ilニ

,Ì J ト・ 1、ハゴを除き30化台力、t,(l();:,:合に上て及

んでし、る。そして輸出比率か輸入比年を上土わっ

てし、るのは， l、1)--I,I ！ド・トノゞコとカイア十 (1)

3 fJ I l」のみであるし

一般的に翰出且礼軸J¥

これiよとりも直さずこ v')：：：り

I 14を除くll」<i、--,}）貿易収支か赤字しーー［各ち込んて，

ることを邸味するものであり， t［か：二i-tその輸入

総額か輸出総額い 5伯五くに主ぐ及ふ巾例もみら

才しるし

以 L-.J山本的な経済桁椋をとわし CIllィキ 'I ・_z頑

カ llブ海諸国(!)経済につい［みてきた。

11~ ぐにはし、すオしも経済規模が小さく，

こ，i：. t¥ (］） 

そU）ことが

各日の経済1作l発にと＇，て大きな制約要 l日としてii・

!llしCさた。ここで人11規模と独立年次に柑llし

てみると，

1こKきし、11、•IU)，りか独と年次ヵS早し、とし、，た但＇！向ヵ、

みられる。

一部(J)例外を除き， 人I!規拉か相対的

こいことは経済規模い小さ、~、 I ー1、]（!）力

ヵ入宗主国を中心とする先進諸国へり）廂和斉・政治

的依存関係か相対的に根強く， それかイギ i)ス領

カリブ渾地域における小島の独立を遅らせる上裳

因となってきたことを推測させる。

本節ではlflfギリス領カリプt籠諾廿」U)J山本的紐

済指椋を経済規模を中心にみてきたので、 次節で

はこのことを念頌におきなから同話田（り対外紆済

関係につ＼、てみて＼，、＜ことにしより，

('（L 1) jlt昇銀(J̀  J I I 1束＇‘汀油 Iエlぐii ¥ (L卜，1!＇，， l，芯
i Kl を i) 〖 IIii i'l rは＇:rj I}祈円国：、:一分｛！， ま-:.:1981 <J'-1 ・_,._,,、:

i l i受打をさ， l\ に 1‘- 「国 l 所得 IJ~ と上位 Il 1 1所I9]1 1］，ご卦II分 1

ーし、 9:9。198(） l i l (＼、8] 1i-＇) ｝ト~柑て I!, 11,、99 { I' !~ i-il -＇1 1 1 11 

Vi i 11 : i l }、！＇， 1l | Kl l ［ ！肘州420USドしこ[1 ]，‘ヽ｝ ｛ → ｀ ’° 

i た中所得にわける下位中所~ f11- 国と-•[（と中叫円囚｝，区

分：．l,198111，バ水引ご17()0l)SI' をげ駁松 L I一こし、ろ，

¥Vorld Bank, lForld I)は '('loj)IIIC9Itl(cport l.（）82, 

'7 シント‘/]）．(_̀．呵 1982(「,1 12 ~ 1 1:i ミ—→ /'. ； |’’9, 

しVor[dIh:t','lo/>111ent Jもeportl.（)83, l l)8]イ1令 148~ 

149 ＼ーン，2

品呵

IV 国際収文構砧にわげる凶姐塑

本節ぐIt 1「lfャ` 11ス領力 llヅ洵諸1r l （り対外舒済

関係を． ~- Ci) IモII窮収支構造をとおして五てし、<,.

百ll "ア）聞約上1981年［こ独立し｝：：，＼ 1 1 - -7、、̀ 83年i:―

j東立：したセンド '7l l スト—-I ァー・ネイヴィスを除

< IO力l「lに1開し，ーこ過去数年間にお： ｝い 111J 向 i• 中

心：こ苫察し-—＼、＜ことにしよう。

主寸→ 91、f{;:1'！勺 T「-牛与り｛とし，—-i旨 i悩i ごきぶ）しりは．

二，l̀ ト・トバゴと If1ア十を除く呂力国におし、

¥-，輸出をし1い］る輸入か忙常化しでおり，国際収支

,•＇)．[Lード的構］立か脆弱てある J点である（ iだ褐；B 3表）

-）j : 1 l）二々-•·1 ド・ 1 ヽ f ヽ c.. 1・、力;1片｛乱lおよげTi泊I獣り

りイアナカ、：ボーヤ Ifイト，

鉱光物お．l.:ひさい加工品と砂柿・蜂蜜・米など，？～）

兵品を主｝J とした輸川 i~ 「l.: ・｝て，貿易収支い人輻

！廿招あるし、は均衡状態を維持してきてし、；な＇）．それ

に対して他の1月ぐには砂糖｀熱帯果9t：とい .'Iビ仏

和しII’J翡ii/•1,1 酋ム占1 -̀)J廿；こーて、

入の方は貸掘、

しておらず，

I、 I)

ア，レミナビし、 9,f← 

工業化政策豆） lヽててアルミ

ー：へゃ石油製品（大 ‘I'• は幹入！J？訓叫但），紙糾製品な

ど祈品目（乃輸出を伸ばしてきてはし‘るもの(!)、翰

原材料、燃料｀機械，翰送機械｀

消費財ときわめて多岐に及ひ（第 4長），大幅な買

坊収支の不均衡が飩いてし、る。 旧イギ I) ス領力 1)

プ海諸国い大半は現時点におし、て食糧自給を逹成

かなりの食椙を輸人に依存してし

る3 主たエ文化をめざす経済旧発 U)過程て屈材

料，機械，燃料の輸人が増加してし‘るのに加えて，

さらに消費生活におけるデモンストレーション効
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第4表 1Hイギリス領カリブ海諸国の貿易品目構成 (1977年）1)

1. 輸入品H構成 (%) 
• ~ ~ • • 

I 貿易収支黒 貿易外収支 I 
．．  ..．．．．．.て

(3)貿易外収支・移転収支・資本収支黒字型l/！）字・均衡型 (2) 

輸入品目，トリニダI---大輻黒字型 ．．．．．．．．．．← 9 • .... 

ッド・トガイアナ
バルバドバハマ ドミニカ セントセソトヴィソセソアンテイグ

ト・グレナディーア・バービジャマイカ
バゴ ス ，連邦連邦ルシア、ノ諸島 ューダ

.．・ ---••一．．ー ・ー．．．．．．．．．．．．．99 9 9,．l- .．--・ • ・ •.,...~ • •一

食温 8.ni 12.9 I 19.o 2.4 I :-10.s I 24.5 i 34.8 I :m.o I 15.s 
原材料 19.:l: 27.9 I 27.8 3.0 I :16.7 ! 35.8 I 32.8 I 26.3 I :36.0 
燃料 47.5: 19.9 I 1J.1 91,1 I 6.2 • 1．2 I 6.8 I o.3 
機械 11.4'18.5 11.a o.9 6.9 7.9 4.31：ば． 5 閃〗
輸送機械 7.0 10.0 6.8, 0.8 5.7 7.8 4.9 13.1 3.5 

凰烹塁 6.47.9 18.51. 9 13.7'16.7 16. 2 16. 5 6. 5 
0.3 I 2.7 I 3.4 I 0.0 I 0.2 ・ 0.1 I 0.2 1 0.3 I 0.4 I 

—·—•I_• I ` C「-―-・--
合，3卜 100.01 100.0 100.（） ! 100.0 1(){）.（） 100.（） 1m.6―I--100.6----］00.（） I 
2. 輸／1i品H構成

- --- （ 1) 貿翫冦黒 I 岡貿易外収支――----• (3)貿易凡奴;：移転収支：賣本収支黒字型 ー 一
字・均衡型 大幅黒字型 i 

輸出品目 トリニ万「― •一・I 
． ． ．．．．ゥ・・ • -• -

ッド・トiガイアナ
バルハ 1 ,、ヘマ ドミニカ セン 1、セソトヴィソセソアンティクヤ

1 ＿巳 、連一邦遮 邦ルシナ〗'i囚しナディー：：タービジャ、9,f.fJ
ハコ

ー・

農 廂物 o.8 2.6 I 2.2 I 1.0: 10.s・ 49.3"' oo.5nl 1,.s I 5.:-i 
鉱産物 33.6 38.o I 0.1 ・ 1.4 21.3 
工業製品 1 65.6! 59.3 97.7 ! 97.6 29.2 1 50.7 9.51 82.2 73.4 

加工食品 i 2.7 39.73)47.44) | 1. 1 14.2 22.7 I 7.9 I 29.7"'I 15.2 
繊維 I o. 5 1.7 26. 7 0.2 : 1. 6 7.61.3  41.0 0.7 
内木材・本製品 o.o ! o.9 I o.o i o.o 0.1 o.o I 0.2 
製紙 0.3 0.5 0.8 1 °・g | 17.9 0.2 [：；; 
〈イヒ 学3) 61. 1 13. 1 5・公 95.7 I 12.6 I 1.5 0.2 I 1.3 I S4.ロ
I非金属 0.1 0.2 0.o o.7 | o.0, 0.9 0.2 
訳基礎金属， o.o I 0.1 I o.o 
＇金属 1 0.82.7 16. 8 | o.o o.3 1.6 0.0 8.9 『:t
lその他 0.2 I o.3 I 0.1 I o.o I 0.2 1 0.1 I 0.1 I 0.1 I o.3 

合，11-| 100.(） 1(l(）o : 100.（） 1(_){)．（） 100.0 

鴫•

四竺l
I 100.0]—-•1()(1,0 

（出所） United Nations,いarbookof International Tra,le Statistics, 1981,第1巻，ニューヨーク， 198訊。

（注） 1）バハマ連邦の輸出，セントヴィンセント・グレナディーン諸島の輸出入については1976年の統計。 2)石

油製品・アルミナを含む。 3)うち砂糖・蜂蜜27.9%，米10.1%。4)うち砂糖・蜂蜜29.3%。5)うちバナナ58.9

%。 6)うち食肉5.8%, 砂粕・果実4.5%。7)うちバナナ57.2%。8)うち果実酒他酒類8.5%。

果が大きく働いて欧米諸国の消費様式が浸透して

いるため，欧米諸国からの消費財輸入がかなりの

シェアを占めている。このように，短期間におけ

る輸入の大輻減少はきわめて困難な状況にある。

それでは貿易収支の逆調が恒常化している国ぐ

ににおいて、入超分の補墳はどのようになされて

いるのであろうか。次にこの問題についてみてみ

よう。その対応策は国によって相違しているが，赤

字補填の源泉になっているのは，観光収入を主軸

I6 

とする貿易外収支，移民や出稼ぎ労働者の送金・

政府援助などから成る移転収支，そして資本収支

における各黒字分である。

以上のような国際収支の基本的な構造 Iこ付日

し，ここで旧イギリス領カリブ海諸国を次の三つ

の型に分けて考察していく：：：とにしよう。まず第

l ：よ貿易収支：こおける出超あるいは均衡を維オ『L

ている型，第2は貿易収支の大幅入超傾向か定着

し，その赤字補填を，主として観光収入に基づく



1984120019.TIF

貿易外収支の黒字額に依存している型，そして第

3は貿易外収支、移転収支，資本収支U)3部門に

おける黒字額の集計に依拠して貿易収文の赤字を

補填している型である。このような類型化にした

がって次にこれら三つの型についてやや立ち入っ

た考察を加えることにしよう。

1. 貿易収支黒字・均衡型

第 1のバターンに含まれるのはトリニダッド・

トバゴとがイアナである前者は独立後数年間貿

易収支の入超を記録した後、 1967年以降， 71,72 

年を除いて一貫して貿易収支の出超を維持し，そ

の黒字幅は73年の石油危機を契機として大きく拡

大している。他方ガイア十の場合はここ数年間貿

易収支は111超ど入超の間を揺れ動いてしるか，独

立前から1974年の独立後においても若千の年次を

除いて小幅ながら出超基調が続いてきた（注1)。

ここで両国の主要輸出品Hをみてみよう。 トリ

ニダッド・トバゴの輸出はすでに独立前の1950lt-

代において原油•石油製品によってその大半が占

められており， 57年の輸出額における品日構成は

原油・石油製品 82.7ほ，餃糧12.3~~ （うち砂糖8.9

客，ココア2.3は）他であった（注 2)。その後原油•石

油製品の輸出額に占めるシェアはさらに増加し，

現在では原油と，石油製品が大半を占める化学製

品の輸出合；；十か全体の90白を超えるまでに達して

いる（第4表）。他方かつての主要輸出産品であっ

た砂糖をはじめとする農産物のシェアはわずか 1

は未満にすぎなくなっている。

次にガイアナをみると， 1957年の輸出品日栴成

では食品が 61.5富， うち砂糖が輸出総額の 50.3

古，米が8.6言を占めており，次いで原材料が31.8

古， うちボーキサイトが輸出総額の27.7',.］を記録

していた（注3,）。その後ガイアナからの輸出におい

て，一方でボーキサイト，アルミナのシェアが大

旧イギリス領カリプ海諸国の対外経済関係

きく伸び，他方で砂糖のそれが減少傾向を辿って

ぃ；だ。そうして現在の主要輸出品目ではボーキ

サイト，アルミナが首位を占め，次いで砂糖，米

などの食品が続いている（第4表）。

このように貿易収支の大幅赤字に悩む旧イギリ

芍阻カリプ海諸国 cl)なかで， トリニゲッド・トハ

ゴとがイアナたけは例外的存在であり，貿易収支

において出超あるいは均衡化傾向を維持してきて

いる。ガイアナの場合は貿易収支の均衡化傾向の

状態に留まり，大幅出超を持続する七でには至，9

ていない。他方トリニダッド・トバゴの方は輸出

の大半を原油，石油製品に依拠しながら貿易収支

Cり大幅出超を持続し、そのことが国際収支におけ

る大幅黒字の主因として作用してきた（第3表）。

ところで対外経済関係の実態はその国の対外政

策のあり方に少なからざる影響を与えるものであ

IJ，旧イギリス領カリプ海諸国においてもしかり

である。ここでその一例として， トリニダット・

トバゴについて言及しておこう。同国は旧イギリ

ス領・イギリス領カリブ海地域における域内協力

の推進役を演じてきたが，その過程において同国

の石油輸出による外貨蓄積が強力な経済基盤とし

て作用してきた。同国は， 1968年のカリブ自由貿

易連合の結成から73年のカリブ共同体・共同市場

への改退を経て現在に至る域内経済統合化の過

程で，その中心的役割を演じてきた。そしてまた

1969年の協定調印に基づいて70年に発足したカリ

-7''間発浪行に対しても，その力I]盟国に課せられた

所定の分担金に加えて、さらに別枠で域内低開発

諸国を対象とする低利開発資金融資のための資金

源を提供してきた（注4)。そうして 1975年半ばま

でに「ジャマイカに対しては， その国際収支の

忠化に対して5000万トリニダッド・トバゴ・トJレ

を融資し，さらにガイアナヘの融資，グレナダの

17 
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第5表 バルバドス，ノ勺ヽ-9連邦における外国人観光客数
（甲位： 1,000）こl

--．．→••一
年

| 
弯 化 平（％）

1981 ～～ i 1978 1979 1980 
外国人観光客

•\ ＼ 

1 （推定値） 1979 1980 
1981 

＼ ---— →----_—-- 1 | （推定伯）

バルバドス s,入 9. , ~ 1 • 316.9 :=l70.9 370.0 352.6 17.0 -0.2 -4.7 II 

悶lアメリカ l 85.5 91.4 86 0 74.5 6.9 -5. 9 -1:1.4 
カナク 91.0 92.7 85.0 70.0 1.9 -8. 3 -17. (9 

fl J l]' イギリス :,6.3 4 9. 4 5(i.2 7公．1 36. ］ 1 3. 8 28.:¥ 

内 その他フャのヨーロ、ノ、パ市諸場国 29.2 40、8 ；迅．4 29.6 39.7 -5. 9 -22. （） 
沢 カリ 共同体・共同 55.1 76.0 85.4 86.7 37.9 1 2. 4 1.5 
＇その他 19.8 20. 6 19.0 19.7 4.0 ~7.8 :l.7 

バハマ連邦 ど ;:;1 l, 177 1, 2:,5 1,295 ()()()* 1.9 4.9 -11.1* 1.1 

（出所） CEPAL, Estudio ccan6mico de amcrica latrna l!llil,サンチャゴ， 198:3年， 11)9,l:30ページ。

（注） ＊ 1~9月。

政府証券購入などを行なっ」（注5)ここれらの国

ぐにの経済開発の一助としてきた。このようにト

リニグッド・トバゴは貿易収支における大幅出超

に依拠しながら， 1Hイギリス領・イギリス領カリ

プ海地域内の経済協力を率先して進めてきたので

ある。国内政治におし、ては、 トリニダ，ト・トバ

ゴは独立以降E・ウィリアムズ首相の指森の下，

欧米資本主義にも社会主義にも偏向しない独自の

政治路線である「第3の道」を歩んできた。同首

相が1981年に事故死して後にチェインバー首相か

その後継者となり，某本的な政治路線を継承して

いる。同国が 1983年のグレナダ侵攻噸件に対し

て， 1日イキリス領カリプ海諸国のなかでは例外的

仔在としてアメリカの軍事介入に反対する態度を

崩さなかったのも，これまでにみてぎたような経

済・政治構造に立脚した対応として受けとめるこ

とができよう。

2． 貿易外収支大幅黒字型（笠光収入依存型）

第 2類咆にはバルバドス，バハマ連邦の 2カ因

か含まれる。両国における資易収支大幅黒字のt

因となっている 0)はどもに観光収入てある（第 3

表）。食樺から原材‘中半燃料，機械， ii]費財など多

岐に及ぶ品Hの輸入増に対し＼八輸出り方は，砂

I8 

糖・熱帯果実などの伝統的産品に加えて新たな輸

!li品目の開発に取り組んできてはいるもの l「l. そ

し7)J)tドは輸人増にはるかに及ばない状態である

（第4長）＇り 61,_ 一方でこのような貿易収支におけ

る此期的な入超傾向に対して．他方では観光収入

を主軸とする貿易外収支の大幅黒字が国際収支い

大幅逆調を補うという構造が定着してし、る。

それではここで外国人観光客：こついて五てみよ

ぅ，，まずバルバドスでは，アメリカ、カナ 7から

l「)観光客が全体v'）半数削後を占め，これにイギ I)

スお＇とびその他いヨーロ／ハ諸国からり観光客を

合めると70五台に達ずる（第 5表）。バハマ連邦に

ぉ1,、てもほぼ同様の傾向が見受けられ、両国の観

光党は北アメリカおよび西コーロッパとくにイギ

リスなどからの観光客に大きく依存してし、る。旧

イや 1)ス領・イギリス領カリプ海地域は航空路，

航湘路：こおし、てアメリカや1日宗主国でもるイキリ

スのl：要都市と緊密に結ばれており，このことか

両国からの観光客を吸引するうえで大きな要因と

な'./てし、ることを特記しておこう。ちなみに， 19

81年にバルベドス，バハマ沌邦両［月におし、て外国

人観光客数かかなり減少してし、るか（第 5表）、そ

の主な原因の一•つとして．両国は詞年のアメリカ
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における航空部門のストライキを重視しており，

その影警で「ハハマ行き飛行便は25名欠航した」

（注7)，としてし‘る。

観光業は両国にとって重要産業であり，その国

内総生産に占めるシェアは，バハマ連邦で1978年

に50に名前後(iJ8)，バルバトスでは79年12.1ら，81

年11.8靡いであった。そして両国の観光業は，ト

リニダッド・トバゴをはじめとするカリプ共同体・

共同市場の加盟国からも観光客を受い入れては

いるもののいまだその数は相対的に少なく，アメ

リカ，カナダ，イギリス 3国からのそれが過半を

占めている。すなわちバルバドス，バハマ連邦の

経済はそのオ要産業である観光業を通じて欧米諸

国に大きく依在しているのである。このような対

外的経済関係のなかにあって，バハマ連邦だけは

旧イギリス領・イギリス領カリブ海諸国間の経済

統合組織であるカリプ共同体・共同市場に加盟し

ておらず，これば現在までのところ同国か加盟に

よる経済的利益の享受を期待していないことの反

映である。

3. 貿易外収支・移転収支・資本収支累字型

これからみていく第3類型に属する国ぐには，

貿易収支，または観光収入を主軸とした貿易外収

支の各黒字輻を基調としてIt]際収支の大幅逆調化

を防止している第 1，第2類咽のそれとは根本的

に異なる国際収支構造を有する。それは以下のよ

うな理由による。すなわち第 1，第2類型に属する

国ぐには，第 1次，第2次，第3次産業いいずれ

であれ，国内府業に立脚して国際収支の均衡を保

とうとする経済構造を有している。それに対して

第3類型の国ぐにはいずれも貿易収支において大

幅赤字で，さらに貿易外収支において黒字を記録

している場合でも，その黒字額は貿易収支の赤字

幅を埋めるには遠く及ばず，移転収支・資本収支

旧イギリス領カリプ海諸国の対外経済関係

の黒字分にも大幅に依存して国際収支の赤字を補

壌しているかもである。換言すれば，第3類型に

函する国ぐに且対外経済関係において第 1.

第2類型のそれよりもはるかに対外依存度が大き

く，いわば国民経済存立の基盤がきわめて脆弱な

状況の下におかれているのである，9

第 3類型に属する国ぐにの独立は，ジャマイカ

を除いて，まずグレナダにおいて1974年に実現さ

れた。そしてその他の国ぐにに独立に至る過程

でさまざまの経緯を辿った後，ここ数年間に次々

と独立を達成している。このように第3類型に属

する国ぐにの独立が遅れたのは，一つには，こう

した対外経済関係の現状を反映した結果とみるこ

とができよう。換言すれば，これらの国ぐにti人

口が10万人台以下の超ミニステートで，しかもベ

リーズを除くと人口密度が著しく高く，国民経済

形成のための諸条件がとりわけ厳しい状況にある

どいえる。それではここで第3類型に属する":,・ヤ

マイカ以外の 5カ国，すなわちグレナダ， ドミニ

カ連邦，セントルシア，セントウ・ィンセント・グ

レ十ディーン諸翡アンティグア・バービューダ

について，その国際収支構造を少し立ち入って考

察していこう（第3表）。

まずグレナダについてみると観光収入を支柱

とする貿易外収支，移転収支，迂本収支の黒字か

国際収支の大幅逆調化を防止してきた。 1977年以

降同国の観光収入は， 994万SDRから1268万S

DRを氾録している。そしてそれに加えて移転収

支い黒字幅は年々栃大しており， 1977年以降449

万SDRから2817万SDRに増加している。また

は資本収支黒字額も1977年の 201万SDRから，

81, 82年には各604万， 1389万SDRに達してい

る。ところで移転収入の内訳であるか，まず民聞

移転収入の大半は「個人送金，移住者送金によっ

19 
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て」 (ino)占められ，また公的移転収人（／）人半は公

的援助によるものであるし

主たセントルン「の場合もグレ十ゲ同様，観光

収支，移転収支，貸本収支ともに、国際収支の大

輻な逆調化の回避嬰因どしての役割を分け持）て

いる。移転収支の黒字額はそのかなりの部分が移

民や出稼ぎ労働者の送金によるものであり，政府

援助など公的移転収支の黒字額は民間移転収支の

それより相対的に小額である。主た資本収支にお

ける黒字は、前述のゲレナダと異ない有接投資に

依拠する部分が大きい。

次いでドミニカ連邦であるが， 1976年から82年

にかけて観光収入は217万から362万SI)Rに増加

している。しかしなから，貿易外収支 (J)黒字額を

移転収支のそれが大幅に凌駕しており、後者は

1976年の 400万SDRから79年の公12(）万SDRへ

と増加し，以後低F傾向を辿りながら 82年には

1137万SDRを記録している。移転収支の黒字は

民間移転収入と公的移転収人によ’)てもたらされ

ていふi)けである力‘＼前者のうちかなりの部分は

「ドミニカの海外移民送金やカナダやアメリカで

雁用されている卜｀ミニカからの芯業労働者の純収

人」（注1l)に依{fしてし、る。そして後者では「政府

や国際機関からの無償援助や技術協力J(ii12)が大

半を占めている。

さらにセントヴィンセント・ゲ Lナディーン諾

島においてば貿易外収支と移転収支の黒字が主

軸となり，さらに資本収支の黒字が若干それを補

う構造になっている。移転収支〇烹字は移民・出

稼ぎ送金を中心とする民間移転収入によってそ r})

過半が担われてし‘る。主たアンティゲア・バービ

ューダにおいては貿易外収支、移転収支、資本収

支の黒字が国際収支の大輻逆調化を防いでいるっ

とくに1979年以降直接投資額か忍増し、それが資

20 

本収支県字幅急増の主因とな・ってし、る。

以上第 3類型に含まれる国ぐに（！）うち超ミニス

テートに→し、てみてきた（「）で｀さし、ごにジャマイ

カの国際収支構造をみておこう，この国はすでに

みてきたように、経済規模，経済発展にお 1V‘て第

3類型に含主れる他叫1、」ぐにとは大きく異な，，て

1ィ‘る¢）で，その相違点に留訊しながら芳察してし、

くことにする。

：ャマイカは 1日｛平リス領カリプt籠諸国におし、

て人口規模では最大．そして最初り独立国てあ

る，、独立時、 :-35~40ぷに及ぶとされた高辛い失又

間逍を抱え 当時'-キり、，9-4~ン， しもイキ ll人，アメリカ
両国へ大量の移住者，出稼ぎ労慟者を出してし、 1/-こ

独立後における緊急な政治課題は失業間題でお

り，雇用創出政策 (T)＾環として輸入代替のエ文化

政策が．まず繊維業を中心とする軽工業部門を対

象に展閲されてい，った。こうした工業化政策：よ，国

内に悶富な埋蔵鉱脈を有するボーキサイトの精錬

業を上軸として屯化学工文化の方向をめざしてき

た， しかしながらこうした工業化は，工業廂材料~，

中間財，生産恨械の輸入に加えて，エネ Iレヤ，•一多

消費産業であるボーヤサイト精錬業などへり）エネ

！レギー供給りための燃料輸人を大幅に増加させて

し、った。とくに燃料におし、ては，石泊ショ／ク以降

の原油値上かりのなかで原油輸人額の急増か続

き．輸入総額に占める燃料輸入のシェアは1977年

：こぷ．9．． ’/； （第 4表）， 79,80年には30ぷを超えるt

でに逹した。他 jj輸出の方はかつての伝統的］．カ

輸出産物であど）た四産物のシェアが数i.＼，口に成少

し、他｝jでアルミ十をt要輸出品日とする「・文製

品が輸出総額の7（）しi[前後を占めてし、る（第 4表）。

ごしT)ようにJ三嚢化の進展に伴い工業製品の輸出が

いひてきてはいるも ll)の，それが輸人増を賄，v、き

れず，貿易収支は， 1977,78両年；こ出超を記録し
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たのを除いて入迅が続ぎ， しかも入超幅が拡大し

てぎている cヽ そして貿易収支赤字額の補填は資本

収支，民間移転収入を軸とする移転収支における

黒字に加えて， さらに観光収入によって支えられ

てし‘る•， うちt筍本収支は1976年に黒字幅を激減ざ

せ77年から79年にかけて赤字を記録しているが，

80年以降長期資本流入に支えられて再ひ黒字に転

じた後，黒字輻を拡大している。

ところでこうした国際収支の推移は次いような

政治・経済情勢を如実に反映ナるものでわるう十

なわち1972年に登場［たマンレイを首相とする人

民1£1民党 (PNP)政権は社会主義路線を志向 L、

アメリカ， りナダ系資ね鱈ドのボーキ十ィ］、精

錬企業における株式買上げ，精糖工場（ハ株式取得

など国家の経済介入を強化してい，！こ， 主た1975

年には昂魃による甚大な被害が発生し、経済状況

が悪化するなかで，社会不安、政惜不安が増大し

てい→た，-） こうしたなかで1976年頃から長期資本

流人にブレーキがかかり， とくに77, 79両年に背

しい減少をみたQ マンレイ政権は1980年の終選挙

で敗北し， かわってジャマイカ労働党で親米中道

汎支(I)シーガ政権が成セした。 こうした政権交替劇

のなかにあ 9)て， マンレイ政権ドで減少した長期

資本流入がシーガ政権ドで回復傾向をポしてお

I)' 主た主として移民・出稼ぎ労働者の送金によ

って支えられてし、る移転収支が1979年以降大輻に

増大してきている。

（仕 1) I・ l) こ，J中ノト・ 1、9、コ、 力 fア）・両国］）頁

り収支り動[(,;1.t, IMF, Balance of Payments Sta-

t,stics.' J / /'; ／ l)．C．各年版しごikiig 1．．てし、る。

(/l: 2) Unit』 Natiotls, Yrarl)(Jok' （J9[ IntI’rl/li・

tional'「nukStatisti( ｀、、• 196(),-• L ー：1 グ， 1962

q.，537 •ヽ•ー／より舒iii: " 

(1L 3) i99jl・ 9月 97 、-• /•より符出。

((i. 4） トリ 一•；ず‘;ト・ 1、ノヽごfo) :i} ll l i: V戸ぢ・ ,I且え fこ

111イギ＇リス領カリブ海諸国 l’')対外経済関i辰

低和）閲発資金融資出資額はカリ刈財発銀り創設後］（）年

を経なし、、うちに 500Jju s ［し i.:.逹した。 Chernick, 
Sidney Eィ．羞， TheCommonwealth Caribbean: The 

Integration E:rperience,,1、I，チモア，JohnsHopkins 

University Press, 1978年， 52 へ—/ぐ o

（辻 5) Black, Jan Knipperゞ他． Aral H(l/icl• 

17(）（JL'．r，]1・ Trinid(l(l Tohago,'l /ノ'• 9、:， l)・ C, 9 

American University, 1976年， 216ヘーシ。

（江 6) べJLハトスて：：：：哉維工業をばじめと jーる栢

t業，―-加えて，外国企党］）進出によろ技術隼約産業り

エレウトロニケス崖茫が， バハマ述邦では免税天国政

策か積仰的に拍進され，外国企業，金融機関か誘致ざ

i l, Z,□）過柑ーこ工業部門におし、ては石油桔製菜， セメ

:. I・' 化学薬品徊む肛業が行＇，ごぎてし、る。新しい伯出

晶目 cL : It ，. ,、 Iレ，、 -9 トスし繊維製品、 '‘ノ、マ連邦て：t 
輪人原叫を桔郎して再輪出する石沖製品，セメ／ 1、‘

化f北品匁とが仇表It'Jてあ i'.,0 

Cd 7) CEPAU国氾ラ．←ンアメリカ経済委記］

Est11dio eronomicu de america latina 1981, -1r-、ゴ

ャゴ， 1983年， 108ヘージ。

(i「8) Vil f:カ 112ヘー／。

（；［ 9) 同 l令書 120ペー ／。

(d:10) IMF, Balance of Payments Statistics, 

弟34巻第 1部， r~7 / `/ l /， D. C.，1983年，227ヘ・ーン「9

(I'l l1) 199j l」は 149 、・・ジ。

(9 1 1-1 2) 「1i. C 

むすびにかえて

以上1日イギリス領力 l)ブ海諸国の対外経済関係

を各国の国際収支憐造の若察をとおしてみてき

た。 これらの国ぐにはカリブ海に浮かぶ， あるい

ぱその沿岸の．人口規模，国士面積ともに小規模の

ミニステートである。そしてこれらのミニステー

トは域内先進諸国とされるジャマイカ トリニダ

／ド・ 1、ノくゴ， ガイア九 ＇，ミル、＇＜ドス， バハマ連

邦0)5カ国と，域内低間発諸国とされるゲレナダ，

ドミニカ連邦． セントルシア， セントヴィンセン

ト・ゲレ十ディーン諸島 ベリーズ， アンティクゞ

2 I 
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ア・バービューダ，セントクリストファー・ネイ

ヴィスの 7カ国に分けられる。両者の間には経済

発展段階においてかなりの格差がみられるのに加

えて，人口規樺の、点でも前者が20万人以上である

のに対し，後行は10万人台以下の超ミニステート

である。

1日イギ l)ス領力 l)ブ海諸国の国際収支構造は｀

石油輸出国として貿易における大幅な出超を菩積

してきているトリニダッド・トバコ，.、主た主とし

てポーキサイト・アルミナに加えて，砂朝・腑蜜

や米など伝統的産品の輸出に依拠しながら貿易収

支の均衡を辛うじて維持しているガイア十を除い

て，いずれの国ぐにでも貿易収支における大幅な

赤字構浩が定着してしまってし、る。そしてこり）貿

易赤字への対応策は，観光収入に加えて，移民や出

稼ぎ労働者からの送金，外国からの無償援助や資

本借入などに求められている。観光架に力を入れ胃

主として観光収入に国際収支赤字の補頃をよめて

いるバルバドス，バハマ連邦は，第 1次，第3次

産業の開発における厳しい制約条件を，観光業、19)

育成・強化をとおして克服しようとしているへそ

れに対して域内低開発諸国は、観光収入に加えて

移民送金，出稼ぎ収入，資本借入援助受入などの

形で外国に依存し，国際収支の赤字補頃を行なわ

ざるを得ない状況にある。

このように旧イギリス領カリブ海諸国において

は一国単位での経済自立はきわめて困難な状況の

下におかれており，経済開発政策におけるエ哭化

論や罠工均衡発展論といった議論では包摂し尽せ

ない経済間発上の厳しい制約条件を抱え込んでい

る。

以上の考察をとおして，旧イギリス領カリプ海

諸国における経済間発問題を考えるうえで重要と

思われる点を提示して，今後の研究課題としたい。

22 

それは第 1に経済開発政策の対象領域を第 1次，

第2次産業から第3次産業にまで拡大して考察す

ること，第2に一国単位では経済自立が不可能な

ミニステートの寄り集まりである以上，地域統合化

への道が屯視されなければならなし、が，域内統合

化の方向としては，工業化を軸とする経済I開発路

線り枠内に留まらず、より広範囲に及ぶ域内協力

U)可能性を追求すること，である。後者について

はこれまでにカリブ自由貿易連合からカリプ共同

体・共同市場へ至る試みとして模索されてきた

か、そこで目標とぷれた(I)はモ Jカルチャー経済

から］）脱Ili策としての工業化と，その延長線とし

てし！）域内経済統合へ至る道であった。しかし工業

化に的をしぼ，）た経済間発路線では，特に超ミニス

テートである域内低間発諸国における成果が望み

薄で、現在力¥)-f共同体・共同市場では域内格芹，

域内貿易拡大の頭打ちとし、った諸間題が深刻化し

てきているっ域内加盟諸国へり開発資金融資を ll

的どして設立された力 ll-f開発銀行に対しては，

イギ l)ズ，アメリカ、力十ゲの大口出資国に加え

てトリニゲ，ド・トバコ｀も資金拠出に協力してき

た。しかしながら 1、1]二々ヤソド・トバゴの融資力

はそれほど大きくなく、資金而においてもアメ IJ

カ， イギリス，カナダヘの依存度が翡主ってし、る。

こうした状況のなかにあって，今後この地域がカ

を入れるべき域内統合の方向としては、第 3次産

業をも含めた産業開発，貿易政策に加えて，域内

のインフラストラクチャー開発，労働力移動，開

発融資政策をも含めた広義の経済統合への道があ

ると思われる。

(I智大学助教授）
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第 3表 旧イギリス領カリブ海諸国の国際収支

(1) 貿易収支展字・均衡型 （単位： 100万SDR)

トリニダッド・トバゴ ガイ ア ナ

商品輸出 (f.o. b.) 

商品輸入(£.o. b.) 

A.貿易収支

その他の財・サービス・所得収入 284.8 343.3 385.6¥ 373.6, 

（うち観光収入） I （64.5) （67.4) （80.5)： (88.7)I 
その他の財・サービス・所得支出1-270.6-:152.1 -479.8:-450.9 

B.貿易外収支 14.2 -8.8 -94.2! -77.3 

-9.01 -9.11 -13.6 -16.6 

-8.5! -16.9-13. 1i -13.7i 
I 

-17.51 -26.0 -26.7i -30.31 

149. 11 34. 1I 

71.6: 102.9 

-0.9 79.5 

-22.2 -0.4 

197.6: 216.1 
I 

-8.41 -12.3! 
I 5. 71 15.4! 

46.91 10.41 

44.3 13.5 

241. 9 229.6 

l I 
—‘—i 

59.8 -38.31 -95.7i 

I -33.7 -10.81 5.8 I "・01 
341.9 173.81 

民間移転収支

公的移転収支

C.移転収支

D.経

直接投資

証券投資

その他の長期浚本投資

E. 直接投資•長期汽本収支

常

公共部門

預金銀行

その他

F.短期資本収支

G.資本

H.特別融資収支

I．調

n
4、
屈J
 2

3
 

K.国

整

差・脱

際

収

収

項

収

支(A+B+C)

支(E+F)

目

漏

支(A~J)

1975 | 1976 1977'1978 1979 1 1980 | 1981 1975 1976 1977 1978, 1979 1980 1981 

1 813. 2'912.5 1,006. 6| 976.0 1,276. 2 1,985. 5 2,146. 61 289. 4 242. 1] 222. 11 236. 1| 226.61 298. 8 293. 8 

-536. 7-656. 71-736. 6-834. 21-1,019.41-1,343.0'-1,482.51-251. 9!-286. 61-245. 6!-202.s:-223. 5'-296. 9l-338. 9 

I 276.51 255.8 210.oi 141.7 256.81 642.5 664.l 37.~ -44.5-公3.4 33.Gi 3.oi 1.9 -45.1 

637. 0 742.9 16．見 13.; 13: 8. 14岳 17.2 1 7. 1 21. 7 
(117.5) (131.7)!(-4.3)j(-5.5) (-2.9) (-4.l)j(-4.9):(-6.5) (-9.1) 

-924. 3 -1,090.2: -69.亙-87.1 -70. 6 -66.o -84.7i-116.6-132.0 
-287.3 -347.3! -52.8! -7;，．9 -56.8 -52.1: -67.& -99.5-110.3 

-33.4: -s1.oi -3.6 -3.~ -3.o 0.2; 0.2 o.sl 

-16.91 -19.91 -1.4 -1.5 -0. 3 -5. 41 °. 2 -1,41 
-50.31 -76.9! -s.o -5.sj -3.3 -s.2i o.4 -o.6i 

304.9! 240.0i -20.3-123,71 -83.5 -23.6; -64.2! -98.21-156.1 月
218.91 0.7 -22. 6 -1. 5 -10.5 o. 4 

1.11 3.f -0.8 -0.9 -1.~ 2.7 2.0 

-182.~ 63.3'39.6 26.4 27.~ 18.6, 23.7 

277.4! 67.1 16.2 24.o 26.0! 21.s; 26.1 
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11.3 -2.8[ 0. i 3.6j 3.2: 0.2 
-6. 6 -0. 4 -4.2 ―I -—; 
-20.3 -3.2i -3.5l 2.31 1.81 0.8 

257.li 63.91 12.71 26.3i 27.Si 22.6 

-I 13.1j 22.6・ 39.3: -s.ol 3.7j 
103 8 -l _1 4 -0 81 -1 7 2吋
94.9! -15.7: 12.2 8.3 16.7j -6.5; -0.3 

41.0]_.='77,_6_--=.1._0,~ 11.11 -41.~ -30.31 -13.4 

221. l 
| 

114.4 

-0.9 -8.2 

-40.1-315.1 

-41.0 12.2 

Z'l3.3 

-10. 7 -1. 2 

1 5.89 _3. 3 
I —i -2 1. 6i 
-4.91 -26.1 

-45.91 -13.9: 

3
 
ー5
 

』
'
~

150.1 

326.2, 223.3 

447.6 

(94.6) 
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t-l (2) 貿易外収支大幅黒字型（親光収入依存型）
4 

1 バ ルバドス ！ バハマ連邦

1 1975 : 1976 1977 • 1978 1979 1980 1981 | 1982 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 
-,  1 | I | l | _ | l 
商品輸出(f.o. b.） 77.8 65.91 73 1 88 6 101.8 138.9 138.0 188.61 95.7 129.41 116.3] 116 4 131.91 154.oi 150.01 200 7 
商品輸入(£.o. b.) :_ 162.3,—189.8-214.3-230. 1 -292.9 -368.o'-442. 2 -453.9 -279.24-337.4 -331.5-372.5 -462.0 -615.81-669.81-672.o 

I 
A.貿易収支 ー84.5-123.81-141.~-141.4 -191. 9 -229. 1j-304.2[-265.3!-183.5-208.0 -215.2-256.lj-330. }-461.8 -519.~-471.2 

冒饂閃・サービス・ 104 0 116 11 149 : 174.6239 9 301 11 333 d 37871 4収）b 4694 491 4 551 1 605 0737 2 831: 874 2 
（うち観光収入）

I 呵
その他の財・サービス・ 1 1 

(63.6) (72.l)j (95.2)'.(110.0) (160.0) (19:3.9) (222.8)j(229.5}j(257.5H318.5) 1353.2)1(395.6)・(434.6)(457.4) (539.1)/(605.8) 

所得支出
-59. 6 -58. 8i -66. 1 -71. 4 -92. 3 -108 1 -144. 6-166.7: -263. （） -18(）. 1 -207. -248.8iー 259.4 -286. 2 -377. 19-425.7 

B.貿易外収支 ， 
釘

i 1 

44.4 57.3I 83.5 103. 2 147. 6 199.（） 188.4 212.d 227. 6 289.（） 283.6 302.6 345. 6 451. 0 454. 1i 448.5 
, I I I 

民間移転収支 ！ 5．6 9.4 10.9 11.6 13. 1 16. 5 20.4 15.5 -12.3i -14.31 -15.9 -17.71 -12.2: -15.1 -11.7! -15.9 

公的移転収支 0.4 1.6 2.71 1.7 3.8 - -5.2 5.5 3.9] 4.2 4.61 5.91 ,．1 13.71 9.4 19.4 

C.移転収支 I 6.01 ll.O! 13.61 13.31 16.9! 16.5: 15.21 21.0! -8.41 -10.11 -11.3! -11.81 -3.11 -1.41 -2.31 3.5 

D.経常収支CA+B+C)I -34.ol -55.61 -44.o[ -25.oi -26.s: -19_7;-100.6! -32.J 35.71 70.9! 57.oi 34.71 12.4[ -12.2! -68.~ -19.3 

直接投資 18 2 5.4 4.： 7.4 3 9 (） 71 60i 4.04(） 0 10 6 26.7I -0.6 7 5 .!. 9 29.： 2.7 
証券投資 0. 1 (）．11 0. 1. 6 -2. 0 .!. 3i 1.4I -0.： ---l. 3 5.8 -1.8 -2. 5 -2.2 -2.6・ 
I.  

プの他の長期資本投資 1.8 15.1! 17.3j 8.4 -14.6 -1.91 30.9! 4.81 -9.J -:J.l 1.2 て．― l 4.S! -9. 1 -:u 1.2 ー 17.31 -1.7 7.2 95.9i 62.9 

F 宜接投資•長期資本収支 ' 
. ．:  1,  
1 20. 1 20.61 21.817. 4 12. 7 -1. 9 38.3: 8. 1 30. 9 6. 2 33.6| -19.7i.1. 4 7. 9 122.6 9 65.6 

i 
公共部門 ー0.11 0.1-0.6l ―o.5 (）．6 0.2 0.5 -7.2 | _ j I o.2i o.51 -7.2 1 一ー'- , -—1 

預金銀行 I -6.2 1.8 -2.7 -4.2| 6.8: 7.4 12.7 -3.4 -19.4i -10.9 9.01 1.o -14.81 -3.9 15.8 ! -0.9 

その他
、 I

2.81 1. 9 5. oi 12. 71 15. 619.71 2 4 14. 9i - - -1 - -1 _I _ 
F.短期資本収支 ー3.sJ 3.s! 1.6 7.9: 23.11 27.4! 1s.6j 4.2: -19.41 -10.9/ 9.oi 1.oi -14.8 -3.9 15.sl -0.9 

i I I 

G．資本収支(E+ F)‘ 16.6 24.4 23.3 25.3 10.4 25.51 53.9 12.3 11.5l -4.7 42.6 -18.7I -11.4l 4.0 106.8 64.7 

H 特別融資収支 ー1 8.]_  - 11 8! 65.9 -0.4 - - -1 _ _ ＿1 

I.調整項目 ー 5.5 2.11 -3.41 -1.1 0.4 4.lf 37．り―4.51 J. 7 0.6 -2.6 -4.71 2.3 5.3 9.4, 8.9 
T 誤差・脱漏 24 6 』(）．81 13.5! 16.5 19 9 -6 0 -31.2 22.2 -44 1 -71.5 -82.7 -21.] 10 9 16 4-66.1 -37.5 

K.国際収支(A~Jl.. l.T -8.31 -2.0! 15.7. 4.1 17.6: 25.l -2.6 4.8, -4.7! 14.41-10.5」 14.3, l'.-l.51 13.71 16.8 
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(3) 貿易外収支・移転収支・資本収支黒字型

グ レ ナ ダ／ ド`
‘,
：＝ ヵ 連 邦

1977 

商品鞘出(f.o.b.)

商品輸入(f.o.b.)

A.貿易収支

その他の財・サービス・所得収入

（うち鋭光収人）

その他の財・サービス・所得支出

B.貿易外収支

民間移転収支

公的移転収支

C.移転収支

D.径 常 収

G.衰 本

2
V
l
 

収

I.調整項

.T.誤茎・脱

K.国際収

支（A+B-卜C)

直接投姿

証券投賓

その他の長期廿本投資

E. 直接投資•長期資本収支

公共部門

預金銀行

その他

F.短期資本収支

支(E+F)

補助金・援助

（スクベソクス補助金他）

H.特別琺没収支

目

漏

支(A-J) 
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N i3)のつづき
0 

商品輸出(f.o. b.) 

商品輸入(£.o. b.) 

A.貿易収支

その他の財・サービス・所得収人

（うち観光収入）

その他の財・サービス・所得支出

B.貿易外収支

民間移転収支

公的移転収支

C.移転収支

D.経常収支(A+B+C)

直接投資

証券投資

その他の長期資本投貸

E. 直接投資•長期資本収支

公共部門

預金銀行

その他

F.短期資本収支

G.資本収支(E+F)

補助金・援助

（スタベックス補助金他）

H.特別融資収支

I.調整項目

J.誤差・脱漏
K.国際収支(A~J) 
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(3)のつづき

アンテイグア・バービューダ ジ ヤ マ イ 力

1977 1978 1979 1980 1981 1975 1976 1977 1978 1979 19&) 1981 1982 

商品翰出(f.o. b.) 5.65 10.06 7.89 21.28 28.'19 666.0 568.5 631.9 663.8 633.3 739.7 826.0 695.1 

商品輸入(f.o. b.) -31.69 -33.62 -51.43 -78.92-107.38 -798.6 -685.7 -571.0 -599.1 -683.0 -797.7-1,099,7-1,095.0 

A.貿易収支 -26.04 -23. 55 -43.53 -57.64 -78. 89 -132. 6 -117.1 60.9 64.7 -49.S -58.0 -27:o.7 -399.9 

その他の財・サービス・所得収入 21.42 23.65 30.35 33.19 40.20 258.2 248.2 2 3(）．6 270.5 3 1 1. 7 352.6 445.9 546.8 

（うち観光収入） (21.16) (23. 56) (29. 95) (32. 65) (39. 35) (105. 8) (91.6) (90.4) (117.3) (151.2) (184.9) (241.2) (304.5) 

その他の財・サービス・所得支出 -6.00 -6.()(） -9.48 -12.00 -17.45 -381.'.o -::l98.3 -344.7 -395.8 -431.4 -491.8 -563.3 -648.5 

B.貿易外収支 15.42 17.64 20,85 20 30 立．7S -12:U -150.1 -114.1 -125.3 -119.7 -1叫．公ー117.4-101.7 

民間移伝収支 1.03 2.96 3.17 3. 76 5. 5 ] 18.7 1. 7 12.9 12.1 54.2 6:!.8 1 (）4. 6 121.8 

公的移転収支 1.37 1.20 1.47 3. 1 5 3.05 1.1 3 4 4.．．} 8.5 7.8 6.9 0 8 14. 4 

C.移転収支 2.40 4.16 4.64 6.91 8.56 22.8 5.1 17.こ 以0.6 62.0 69.7 105.4 136.:! 

D.経常収支(A+B+C) -8.22 -1. 76 -18.03 -30.43 -47.58 -232. 9 -262.1 -36.1 -39.9 -107.5 -127.5 -285.6 -373.6 

直接投遵 1.88 -5.51 15.17 23. 20 32.06 -1. 5 -0. 5 -8. 3 -2 i. 2 -20.4 2 1. 3 -9.8 -1 1. 3 

証券投資 -3.4 9、).J ,J 

その他の長期脊本投賽 5.69 8.31 0.97 6.88 14.c¥7 169.7 70.9 1 4. 9 ~84.4 (）．8 86.6 ;:,―,c ') -I 公岱．5

E. 直接投資•長期贅本収支 7.58 2.79 16.14 30.08 4 6. 4 3 161.8 -/j{ ; • -I 36.6 -105.6 -19.6 107.9 42.9 209.2 

公共部門 12 9 -8.7 6.1 ....,り．ゥ... 9.1 10.1 
二

預金銀行 0.86 -1.36 1.86 -0.23 1.70 1.9 4.2 -0.1 :-l.8 ~. l -8.8 15.7 -10. 9 ＿ヘ

工し． の 他 55.1 -38. 1 -59.4 -12.0 5.:1 -16.7 -9. 4 54.L 点

F.短期資本収支 0.86 -1.36 1.86 -0.23 1.70 69.9 -42. 5 -59.4 -8.1 13.5 -23.3 15.3 53.4 、メ

芸
G.賽本収支(E+F) 8.44 1.43 18.00 29.85 48.13 234.7 31.2 -22.8 -113.7 -6.1 84.6 58.2 262. 6 ヰ

ヽ

補助金・援助 刈．

（スタベックス補助金他） 器t
忌伐

H.特別琺窯収支 22.9 14.5 30.7 80.0 -6. a 114.6 17.0 70.1 正l
ゞ

I.調整項目 0.21 1.86 -1.37 -0.23 -0.58 8.0 -2.4 2.0 -2.1 3.1 1. 7 :20.5 -1. 7 年

J.誤差・脱漏 3.70 -2.16 -2.45 2.51 -0.31 -68.4 37.9 -1. 1 28.8 -3.2 -23.2 -14.7 -5.0 
早；

N 索
ゞ K.国際収支(A~J) 4.12 -0.62 -3.86 1.71 -0.34 -35.8 -180.9 -27.4 -47.0 -120.1 50.3 -204.5 -47.6 涵

-- - -~ - --- 涅
（出所） IMF., Balance of Payments Statistics,第34巻第 1部，ワンント:,.,,D. C., 1983年より作成。 茅
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